
平成 29 年 8 月 22 日庁議資料 

総 務 部 （ 危 機 管 理 室 ） 

文京区地域防災計画の取組状況について 

 

１ 目的 

  文京区地域防災計画に掲載している各種施策について、平成２９年７月 1 日時点におけ

る取り組み状況を調査し、その実績、課題、今後の見通し等を確認する。 

 

２ 調査結果 

調査結果は、文京区地域防災計画（平成 24 年度修正及び平成 27 年度修正）に掲げた対

策のうち、特に重要なものとして［主な取り組み］に選んだ項目と、それ以外の［その他

の施策］に分けて、対策の視点とテーマごとに整理している。 

内容は別紙のとおりである。 

 

３ その他 

調査結果は、文京区地域防災計画検討委員会及び文京区地域防災計画検討部会において、

協議を行った上で、調査内容を確認した。 

 

４ 今後の予定 

平成２９年９月 定例議会への報告 

 

 



別　紙

No

≪視点１≫人的被害の減少

【建造物等の安全化】

　文京区地域防災計画 平成27年度修正(平成24年度修正追補版)取組状況調査結果［主な取り組み］

施策名
掲載ページ
27年度修正

（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

1 耐震化促進地区の耐震化
22

（35）
都市計画部 地域整備課

耐震化促進地区（木造住宅密集地域
等）の耐震化を重点的に促進する。

【実績・取り組み状況】
平成27年度：18件、平成28年度：18件
平成29年度(7月1日現在)：0件
周知活動等により、耐震化促進地区における助成の実
施増に努めている。

【課題・今後の見通し】
今後も、周知・啓発を行い、耐震化を進める。

2 耐震診断助成事業の充実
23

（36）
都市計画部 地域整備課

耐震診断に要した費用の助成率等を見
直し、住宅系建築物の耐震化を促進す
る。

【実績・取り組み状況】
平成27年度：22件、平成28年度：33件
平成29年度(7月１日現在)：2件
耐震診断が実施されるよう、周知に努めるとともに、
助成内容の検討を進めている。

【課題・今後の見通し】
より一層の普及・啓発を行い、事業の推進を図る。

3
木造住宅密集地域のまちづ
くり

23
（36）

都市計画部 地域整備課
大塚五・六丁目地区においては、文京
区不燃化推進特定整備事業を展開して
いる。

【実績・取り組み状況】
平成27年度：2件、平成28年度：5件
平成29年度（7月１日現在）：0件
戸別訪問や専門家派遣、不燃化相談ステーションの設
置等を行い、事業の促進を図っている。

【課題・今後の見通し】
継続的な事業周知及び啓発を行い、耐火性の高い建築
物への建替え等を促進していく。

4
中高層建築物に対する防災
備蓄倉庫の設置促進

―
(25)

総務部 防災課

新たに建設する一定規模以上の中高層
建築物に対し、防災備蓄倉庫の設置を
義務付けるとともに、救助資器材の購
入経費の助成を行う。

【実績・取り組み状況】
防災備蓄倉庫設置協議件数
平成27年度：54件、平成28年度：52件
平成29年度（7月1日現在）：13件

助成金申請件数
平成27年度：33件、平成28年度：34件
平成29年（7月1日現在）：4件
区報やHPで周知したほか、マンション管理会社にパン
フレットを送付して周知した。

【課題・今後の見通し】
マンション新築等の情報を捉え周知を行うなど、制度
の理解促進を図る。

平成２9年度
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別　紙

No 施策名
掲載ページ
27年度修正

（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

5
中高層住宅のエレベータ閉
じ込め対策

25
（38）

総務部 防災課
エレベータ閉じ込め対策の購入経費
（トイレ・水等）を助成する。

【実績・取り組み状況】
平成27年度：10件、平成28年度：15件
平成29年度（7月1日現在）：2件
区報やHPで周知したほか、マンション管理会社にパン
フレットを送付して周知した。

【課題・今後の見通し】
マンション新築等の情報を捉え周知を行うなど、制度
の理解促進を図る。

6
家具転倒防止対策事業の促
進

26
（39）

総務部 防災課

家具転倒等による死傷者の抑制のため
に、高齢者や障害者で構成される世帯
や中高層住宅等に対して家具転倒防止
対策事業の促進を図る。

【実績・取り組み状況】
平成27年度：35件、平成28年度：105件
平成29年度（7月1日現在）：13件
平成28年度の避難行動要支援者名簿制度の開始に伴
い、名簿登録者に事業内容を周知した。
また、熊本地震の状況を踏まえ、家具転倒防止対策の
必要性を区民に案内していく。

【課題・今後の見通し】
防災フェスタや避難所総合訓練等でPRするとともに、
申請書を配布するなどして、制度の理解促進を図る。

7 ブロック塀改修の促進
28

（42）

都市計画部

土木部

地域整備課

みどり公園課

ブロック塀等改修工事助成や生垣助成
制度を活用し改修を促進する。

【実績・取り組み状況】
平成27年度：1件、平成28年度：0件
平成29年度（7月1日現在）：0件
ブロック塀等改修工事費助成はないが、平成29年度は
4件の相談があった。

27年度助成内容：生垣助成1件、総延長5ｍ

【課題・今後の見通し】
より一層の普及・啓発を行い、危険塀の改修促進を図
る。相談はあるため、実績に結びつけていく。
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No 施策名
掲載ページ
27年度修正

（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

8 避難所機能の向上
74

（114）

企画政策部

教育推進部

土木部

情報政策課

学務課

道路課

避難所（小・中学校等）機能の強化を
図るため、体育館の非構造部材（天
井・照明等）の耐震化、バリアフリー
整備の促進、洋式トイレの設置、公衆
無線ＬＡＮ（Wi-Fi）設備の設置、避難
所誘導ソーラー灯の設置等を行う。

【実績・取り組み状況】
体育館の非構造部材(照明等）の耐震化について、三
中・九中・十中について実施した。区内避難所33箇所
に避難所誘導ソーラー灯を設置済みである（第八中学
校と汐見小学校は共用のため計32基設置）。また、帰
宅困難者収容施設となるシビックセンターについてア
トリウム周辺（地下2階～3階）に無料公衆無線LAN設
備を設置した。

【課題・今後の見通し】
スロープの設置等バリアフリー整備については、各学
校の状況に応じて、個別に対応していく。また、避難
所となる学校の改修に合わせて、避難所誘導ソーラー
灯についても必要に応じて移設工事を行う。平成29年
度に、避難所開設時に利用できる公衆無線LAN設備を
福祉避難所を含む区内全避難所に設置する。

【避難行動要支援者等の支援】

9 個別計画の作成 97 総務部 防災課

災害発生時において、避難行動要支援
者の安否確認及び避難誘導、また避難
所等での生活支援を的確に行うため、
同意を得た避難行動要支援者一人ひと
りについて、個別に避難支援計画「個
別計画」の作成に努める。

【実績・取り組み状況】
平成28年度：276件
平成29年度（5月末現在）：1,161件
平成28年度は介護居宅支援事業所への業務委託により
作成した。平成29年度は名簿登録者本人に個別計画を
郵送し記載する方法としている。
【課題・今後の見通し】
外部提供同意者のうち、個別計画の作成ができていな
い避難行動要支援者について、個別に対応して作成し
ていく必要がある。今後、作成した個別計画をシステ
ム入力し、平成29年10月以降、名簿の更新とあわせて
避難支援等関係者へ配付する。

10 家具転倒防止器具の普及
99

（149）
総務部 防災課

避難行動要支援者名簿に掲載されてい
る世帯に対して区が費用負担を軽減す
ることにより家具転倒防止器具の設置
促進を図る。さらに、未設置の世帯に
ついて普及・啓発を図る。

【実績・取り組み状況】
平成27年度：35件、平成28年度：105件
平成29年度（7月1日現在）：13件
平成28年度に避難行動要支援者名簿制度を開始したこ
とに伴い、名簿登録者に制度を案内した。熊本地震の
状況を踏まえ、家具転倒防止器具の必要性の理解が進
んだ。

【課題・今後の見通し】
総合防災訓練等の会場でPRするとともに申請書を配布
するなどして、制度の理解促進を図る。
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別　紙

No 施策名
掲載ページ
27年度修正

（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

11 安否確認・避難体制の構築
100

（150）

総務部

福祉部

防災課

福祉政策課

避難行動要支援者の安否確認を的確に
実施するため、具体的な実施体制を構
築するとともに、安否情報の集約方法
を明確化する。また、避難所、福祉避
難所に搬送する優先度を判定するため
のトリアージ（優先度判定）の基準、
搬送方法、役割分担等について検討す
る。

【実績・取り組み状況】
平成28年3月に要配慮者の安否情報の集約方法や避難
支援等を明確化するため策定した文京区避難行動要支
援者避難支援プラン（全体計画）について、避難支援
等関係者及びその団体等へ周知した。
また、福祉避難所のトリアージに関する課題につい
て、平成28年7月からワーキンググループを設置し、
トリアージ基準（案）の検討を行っている。

【課題・今後の見通し】
全体計画に基づき、避難支援等関係者と協力し、新規
名簿登載者及び個別計画未策定者の個別計画策定に努
め、引き続き安否確認体制の理解促進及び構築に努め
る。また、福祉避難所のトリアージに関する課題につ
いては、29年度においてもワーキンググループを設置
し、引き続き検討を進めていく。

12 避難所における支援の充実
101

（151）
総務部 防災課

避難所で安全・安心に過ごせるよう、
バリアフリー化の推進、専用スペース
の設置等、要配慮者のニーズを反映さ
せた支援を行う。

【実績・取り組み状況】
平成28年度より避難所総合訓練を実施した5か所に車
いす用スロープを備蓄した。避難所総合訓練で要配慮
者をテーマとし、避難所生活における行動の支援や各
避難所の実情に合わせた専用スペースを設定する訓練
を実施した。

【課題・今後の見通し】
訓練を通じて、バリアフリーに関する課題があれば、
施設所管課とも共有を図り、対応につなげていく。ま
た、避難所運営訓練においては、企画段階で要配慮者
の受け入れについて専用スペースの設置等を行うよう
に働きかけを行う。

13
男女双方の視点に配慮した
避難所運営

77
（117）

総務部 防災課
女性の視点を積極的に避難所運営に取
り入れ、女性の声が届きやすい環境づ
くりを行う。

【実績・取り組み状況】
訓練において、相談コーナーや授乳室、更衣室、医療
救護所において女性対応の受付を取り入れ、男女双方
の視点に配慮した訓練を実施した。

【課題・今後の見通し】
避難所運営にあたり女性の視点が反映されやすいよ
う、避難所運営協議会において、役員の男女割合等に
配慮するように働きかける。また、性自認や性的指向
が非典型な方などの視点も考慮していく。
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No 施策名
掲載ページ
27年度修正

（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

14
女性、要配慮者の生活用品
の充実

48
（73）

77
（117）

総務部 防災課

女性の視点に配慮した生活用品や要配
慮者の快適性向上を図るための生活用
品を新たに配備する。プライバシー確
保などの対応や物資の備蓄を行う。

【実績・取り組み状況】
高齢者や幼児用に飲料水・おかゆ・粉ミルク（アレル
ギー対応）を整備している。

【課題・今後の見通し】
障害者に対応した資器材等の見直しを検討する。

15 福祉避難所の指定
80

（119）

総務部

福祉部

防災課

福祉政策課

特別養護老人ホーム等をはじめとした
福祉施設を福祉避難所としてあらかじ
め指定し、食糧等の備蓄や通信機材等
の整備を行う。運営方法については、
福祉避難所運営マニュアルを定める。

【実績・取り組み状況】
福祉避難所設置・運営マニュアルに基づき、平成28年
10月と平成29年3月に開設運営訓練を実施し、マニュ
アルの実効性確認と職員の対応力向上に努めた。ま
た、災害時要援護者対策・福祉避難所検討会におい
て、マニュアルの改訂について検討を行った。さら
に、人材及びトリアージについて検討するワーキング
グループを設置し、個別の課題について検討を行っ
た。また、福祉避難所3か所に対し備蓄物資の配備及
び災害対策本部との連絡用の地域系防災行政無線を設
置した。さらに、平成29年4月に新たに2施設（特別養
護老人ホーム、高齢者在宅サービスセンター）と福祉
避難所の協定を締結した。

【課題・今後の見通し】
福祉避難所での対応を必要とする方に対し、居住地に
近い場所で対応ができるよう、福祉避難所の拡充を図
る。また、トリアージに関する課題については平成29
年度においてもワーキンググループを設置し、個別に
検討を進めていく。さらに、今年度新たに福祉避難所
に指定した施設2か所に備蓄物資の配備等を行う。

16 妊産婦、乳児の支援
81

（120）
総務部 防災課

大学と協定を締結して妊産婦・乳児救
護所を設置し、食糧・救援物資等の配
給、情報の提供、医療・健康相談など
を行う。運営方法については、妊産
婦・乳児救護所運営マニュアルを定め
る。また、協定締結団体連絡協議会を
開催するとともに連携による訓練を行
う。

【実績・取り組み状況】
平成28年7月に妊産婦・乳児救護所の案内チラシを作
成し、母子健康手帳の交付の際に「母と子の保健バッ
グ」へ同封するなど周知を行っている。また、同年9
月に、跡見学園女子大学と合同で妊産婦乳児救護所の
設置・運営訓練を実施した。

【課題・今後の見通し】
平成29年度においても、跡見女子大学と合同で妊産婦
乳児救護所の設置・運営訓練を実施する予定である。
他大学における訓練の実施が課題となっており、協議
を進めていく。
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No 施策名
掲載ページ
27年度修正

（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

≪視点２≫自助・共助の強化

【自助の備えの強化】

17
最低３日分の水、食糧、生
活用品の備蓄

47
（72）

総務部 防災課

防災訓練や防災教室の機会等を活用
し、区民等に対して、最低３日分の飲
料水、食糧、生活用品等の備蓄及び生
活用水の確保等を促す。

【実績・取り組み状況】
平成28年度においては、これまでの訓練や防災教室に
おける周知に加えて、11月に「備蓄の日PR展」を開催
し、家庭でのローリングストック法の活用や3日分の
備蓄食糧の展示を行い、備蓄の重要性について周知し
た。

【課題・今後の見通し】
平成29年度についても「備蓄の日PR展」を開催する予
定である。また、平成29年9月に改定予定の防災パン
フレットにローリングストック法について記載する予
定であり、更なる周知を図っていく。

18
建築物耐震化の普及啓発の
促進

23
（36）

都市計画部 地域整備課
マニュアル等の作成・配付、専門家に
よる相談会の開催などにより、区民意
識の啓発に努める。

【実績・取り組み状況】
耐震化アドバイザーの派遣及び耐震フェアの開催によ
り、区民が専門家に相談する機会を提供している。

【課題・今後の見通し】
平成29年度も耐震化アドバイザーの派遣及び耐震フェ
アの開催により、区民の意識啓発を行っていく。

19
家族との安否確認手段の取
り決め

―
（157）

総務部 防災課

事業者の従業員が安心して施設内に待
機できるように、あらかじめ家族との
安否確認手段の取り決めをしておくよ
う啓発する。

【実績・取り組み状況】
防災教室や総合防災訓練の際に、災害用伝言ダイヤル
171の体験利用を実施するとともに、区報や防災パン
フレットにおいて、災害用伝言板の紹介と併せて周知
を行っている。

【課題・今後の見通し】
今後も平時からの安否確認手段の確認の重要性につい
て周知を行っていく。
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【共助の備えの強化】

20
区民防災組織の防災資機材
の充実強化

32
（49）

総務部 防災課

地域における防災活動を支援するた
め、新たにスタンドパイプを整備する
とともに、防災資機材の充実強化を図
る。

【実績・取り組み状況】
スタンドパイプの整備は町会・自治会への支給とし、
114台を整備して平成27年度に完了した。平成28年度
は可搬式動力ポンプを1台貸与した。使用方法の習得
のため、町会・自治会の防災訓練や避難所総合訓練に
おいて取扱い訓練を実施した。
【課題・今後の見通し】
町会・自治会での取扱い訓練を推進するとともに、避
難所総合訓練等の機会を通じて、防災資機材の啓発を
行う。

21
区民防災組織等への活動助
成

40
（64）

総務部 防災課

区民防災組織、PTA、マンション管理組
合等が自主的に行う防災訓練につい
て、訓練支援を行うとともに訓練にか
かる経費の助成を行う。

【実績・取り組み状況】
訓練経費申請件数
平成27年度：43件、平成28年度：36件
平成29年度（7月1日現在）：13件

備蓄品等購入費申請件数
平成28年度：17件
平成29年度（7月1日現在）：3件
平成28年度から区民防災組織と中高層マンションが合
同で訓練を実施する場合の備蓄品等購入費を新設し、
制度の拡充を行った。

【課題・今後の見通し】
防災訓練の重要性を周知するため、実施方法や相談先
とともに活動助成金の概要を掲載したリーフレットを
作成した。町会・自治会長に対する個別説明を行い、
理解と助成金活用の促進を図っている。
新設した制度についてもチラシを作成し、マンション
管理会社等に送付するなどの周知を引き続き行う。

22
避難所運営協議会の運営や
訓練等の支援

40
（64）

76
（116）

総務部 防災課

平常時における協議会活動を活性化さ
せるために、地域活動センターと防災
課が連携して活動支援を行う。また、
避難所運営協議会は、文京区避難所運
営ガイドラインに基づき、避難所ごと
の特徴や構造を踏まえた避難所運営管
理マニュアルを作成する。

【実績・取り組み状況】
協議会開催回数
平成27年度：40回、平成28年度：60回
平成29年度（7月1日現在）：19回

避難所開設訓練
平成27年度：7回、平成28年度：10回
平成29年度（7月1日現在）：1回
【課題・今後の見通し】
今年度より地域活動センター所長による避難所総合訓
練の視察を行っており、地域活動センターとの連携強
化を図っている。なお、活動がない協議会には、引き
続き積極的な支援と声掛けを行っていく。
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23
避難所運営協議会の活動助
成

40
（64）

総務部 防災課

避難所としての防災行動力を向上する
ために、避難所運営協議会が行う会議
や訓練等にかかる経費について助成を
行う。

【実績・取り組み状況】
平成27年度：7件、平成28年度：10件
平成29年度（6月末現在）：1件
避難所運営協議会の活動助成について、協議会全体会
等の機会を捉えて周知している。

【課題・今後の見通し】
活動がない避難所運営協議会に対しては平成29年度改
訂予定の防災パンフレットに掲載するなど活動助成の
周知を行い、協議会活動の活性化を図っていく。

24
地域のリーダーとなる人材
の育成

40
（64）

総務部 防災課

地域で主体的に防災活動を行うリー
ダーを育成するために、避難所運営協
議会委員及び区民防災組織の防災担当
者を対象に、防災士の資格取得を支援
する。

【実績・取り組み状況】
災士資格取得者数
平成27年度：7名　平成28年度：7名　累計29名
防災士は、各避難所の協議会、訓練に参画し避難所運
営マニュアル等の作成など、中心となり活動してい
る。
【課題・今後の見通し】
平成29年度は8名の防災士を育成し、合計で37名とな
る予定である。防災士の増員に伴い、組織化づくりが
必要となるため、検討を進める。

25
地区防災計画の作成等の支
援

41 総務部 防災課

区の一定の地区内の居住者及び事業者
による自発的な防災活動に関する地区
防災計画制度について、区は、地区居
住者等からの地区防災計画の作成や訓
練等の相談に対して支援を行う。

【実績・取り組み状況】
地区防災計画の策定に向けて、内閣府と連携しなが
ら、住民の主体的な活動を支援してきた。

【課題・今後の見通し】
地区防災計画については、住民が主体的に作成するこ
との意義と重要性をＰＲするとともに、作成意向のあ
る団体に対しては、相談等の支援を積極的に行う。

26 区立学校における防災教育
―

（68）
教育推進部 教育指導課

災害発生時に自分の命を守るととも
に、身近な人を助け、地域の安全に貢
献できる人間を育てるために、学校防
災宿泊体験を実施する。

【実績・取り組み状況】
小学校では第4学年、中学校では第2学年を対象とし
て、全30校で実施している。学校行事として教育課程
に位置付け、全校が関係機関の協力を得ながら実施し
ている。

【課題・今後の見通し】
今後も、防災課や消防署、警察署等公共機関やPTA、
NPO等と連携し、内容の充実を図っていく。
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27
事業所の防災意識啓発及び
防災体制の強化

―
（157）

総務部 防災課
大規模災害発生時における従業員の一
斉帰宅抑制や3日分の水・食糧等の備蓄
等の防災意識を啓発する。

【実績・取り組み状況】
事業所からの防災対策についての相談や防災講話の際
に従業員の帰宅抑制や最低3日分の備蓄について説明
を行っている。また、チラシやパンフレットの配布等
による周知も行っている。

【課題・今後の見通し】
引き続き、パンフレット等の配付や防災教室などの機
会を利用し、周知を行っていく。

28
総合防災訓練・地域防災訓
練の実施

44
（68）

―
（69）

総務部 防災課

区、区民防災組織、防災関係機関等が
連携して災害対策活動ができるよう、
総合的かつ実践的な訓練を実施する。
また、地域の実状に応じた防災訓練を
実施し、防災意識の啓発及び防災行動
力の向上を図る。

【実績・取り組み状況】
平成26年度から、年1回実施していた総合防災訓練
を、年4回の避難所総合訓練と年1回の防災フェスタの
計5回に拡充して実施している。また、避難所開設担
当職員向けの訓練を平成27年度に引き続き実施した。

【課題・今後の見通し】
避難所総合訓練においてアンケートを実施し、避難所
運営協議会役員、参加者の避難所訓練に対する意見を
参考に見直しを行う。また、訓練においては、参加
者、見学者に若い世帯を取り込む等、参加者の多様化
に取り組んでいく。

29
避難行動要支援者訓練の実
施

―
（69）

100
（150）

総務部 防災課

区は、避難支援等関係者が連携して、
避難行動要支援者名簿を活用した訓練
を実施し、安否確認体制の検証及び改
善を図るとともに、地域防災行動力の
向上に努める。

【実績・取り組み状況】
避難所総合訓練において民生委員により避難所周辺の
避難行動要支援者に対した効果的な連絡体制の強化に
ついて図上訓練を実施した。

【課題・今後の見通し】
今後、総合防災訓練等の機会を活用し、訓練周辺に在
宅する避難行動要支援者に協力を得て実際に連絡して
情報収集する実働訓練を構築する。

30
中高層住宅に対する防災意
識の啓発

38
（61）

総務部 防災課
中高層住宅特有の防災対策を盛り込ん
だマニュアルを作成及び配布し、中高
層住宅への啓発活動を行う。

【実績・取り組み状況】
中高層マンション防災対策パンフレットを作成し、防
災教室、避難所総合訓練、防災フェスタ等で配布する
など、啓発活動を行ってきた。
【課題・今後の見通し】
中高層住宅の災害対策について、区民に広く周知する
ため、機会があるごとに、パンフレットを活用し、啓
発活動を図っていく。
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≪視点３≫区の災害対応力の強化

【区の応急対策の活動態勢強化】

31
災害対策本部の設置基準見
直し

―
（77）

総務部 防災課
東日本大震災での経験を踏まえ、震度5
弱以上で災害対策本部を設置し、災害
対応を行う。

【実績・取り組み状況】
平成28年11月に、職員防災研修を実施し、区全職員を
対象に3年サイクルで実施する計画の1年目として、
433名に対して災害時の参集基準について説明を行っ
た。また、平成29年度新人研修において、新任職員に
対して参集基準について説明を行った。

【課題・今後の見通し】
平成29年度についても3年サイクルの2年目として約
650名の職員を対象に職員防災研修を実施する予定で
あり、参集基準や参集場所についての周知を徹底す
る。

32
態勢の明確化・周知（職員
初動態勢の充実）

54
（81）

55
（82）

総務部 防災課

円滑に災害対応を図るため、勤務時間
内、勤務時間外それぞれの初動期に従
事する職員をあらかじめ指定し、迅速
な初動態勢を構築する。また、初動態
勢の充実強化を図るために防災用職員
住宅を設置している。

【実績・取り組み状況】
平成29年度の災害対策本部の編成において、非常時優
先通常業務（A・B評価）に従事する職員について、円
滑な業務従事につながるよう各課からの指名に基づき
あらかじめ指定した。また、建築職や保健師等の専門
職の職員については、各災対部局における専門業務に
従事できるよう、地域活動センター班及び避難所開設
運営班から外した。
また、防災職員住宅の居住者について、災害時の初動
態勢が速やかに取れるよう連絡体制を整えるととも
に、水害時に参集する避難所を割当る等、一部職務の
見直しを行った。

【課題・今後の見通し】
引続き適切な住宅管理を行うとともに、契約期間が満
了する住宅の代替住宅の確保を検討し、災害時の迅速
な初動態勢を維持する。

33 情報の収集伝達機器の整備
56

（84）
総務部 防災課

防災行政無線の輻輳時等における情報
伝達手段として、避難所や地域活動セ
ンター等に導入した衛星電話、ＰＨＳ
を活用する。また、保育園及び幼稚園
へ内線を延長し、情報伝達機器の充実
を図る。

【実績・取り組み状況】
区立保育園、幼稚園については、平成24年度に内線を
延長済である。避難所に指定されている施設と定期的
に無線通信訓練を行った。

【課題・今後の見通し】
引き続き避難所に指定されている施設と無線通信試験
を定期的に実施し、各所職員による機器の操作確認を
継続的に行う。また、新たな施設等に対して、内線の
延長や有線電話の設置等を行っていく。
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34
防災行政無線の整備及び充
実

56
（84）

総務部 防災課

全機器をデジタル方式に刷新し、それ
に伴い防災行政無線で伝達した内容を
確認できる電話応答システムを導入し
ている。また、防災行政無線の難聴エ
リアを解消するために、新たに建設す
る一定規模以上の中高層建築物への防
災行政無線の設置、屋外スピーカーの
増設・移設、中高層建築物・商店街等
へ戸別受信機を設置する。

【実績・取り組み状況】
平成28年度については、新しく福祉避難所に指定され
た湯島、向丘及び昭和の各高齢者在宅サービスセン
ターに災害対策本部との連絡用の地域系防災行政無線
を設置した。
また、防災フェスタでは、防災行政無線・戸別受信機
による一斉放送を合図に、一斉防災（危険回避）訓練
を実施した。一斉防災訓練等を通じて、平常時の屋外
スピーカーの活用についての意見等を整理している。

【課題・今後の見通し】
今後も難聴エリアへの屋外スピーカーの増設をすすめ
るとともに、補完機能を検討する。また、新たに避難
所に指定された施設について無線機器の設置を行う。
なお、平常時の屋外スピーカー利用については、防災
フェスタの一斉防災訓練で集約した意見等を参考にし
ながら、引き続き研究を行う。

35
情報伝達手段の充実及び新
たな手段の導入

57
（85）

総務部 防災課

区民等に対して緊急情報を伝達するた
めに、緊急速報メール（エリアメー
ル）やツイッター等の情報伝達手段を
活用する。また、防災関連情報や災害
時の行動等を掲載した防災アプリを導
入する。

【実績・取り組み状況】
新たな情報伝達手段として、スマートフォンのアプリ
から情報を配信するYahoo!防災速報を導入し、情報手
段の拡充を図っている。また、臨時災害FM放送局の設
置に向け、必要な機材の購入業者を入札により決定す
るとともに、シビックセンター内の設置場所について
検討している。

【課題・今後の見通し】
防災アプリを最新の情報に更新する。また、新たな情
報伝達手段である臨時災害FM放送局装置の設置に向け
て、シビックセンター内での設置に向け関係部署と協
議するとともに、放送局の運用方法について検討を行
う。

36
要配慮者に対する情報伝達
方法の検討

59
（87）

総務部 防災課
災害時において適時に情報を収集する
ことが困難な要配慮者に対する情報伝
達方法について検討する。

【実績・取り組み状況】
区報3月25日号の1面において「災害時、情報があなた
を救う！」と題し、周知を行った。テレビから得る方
法、スマホ等から得る方法、防災行政無線や電話で聞
く方法などの理解を図った。

【課題・今後の見通し】
土砂災害の警戒避難体制の整備の一環として、土砂災
害警戒区域の居住する要配慮者への戸別訪問による聞
き取り調査を行った。障害等の状態に合わせた最適な
方法について検討を進める。
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No 施策名
掲載ページ
27年度修正

（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

【広域的かつ多様な連携体制の構築】

37
他自治体との相互応援協力
体制の強化

60
（90）

総務部 防災課
新たな自治体との協定締結を推進し、
救援物資の提供、応援職員の派遣等、
相互応援協力体制の強化を図る。

【実績・取り組み状況】
平成29年2月に熊本県上天草市と締結した「相互協力
に関する協定」において、災害対策への協力を内容の
一つとしている。

【課題・今後の見通し】
首都直下地震による被害が及びにくい自治体との協定
締結を進めるとともに、応援職員の受入体制など受援
計画の策定について検討を行う。

38
事業者等との新たな協定の
締結

―
（91）

総務部 防災課

災害時において事業者等から積極的な
協力が得られるように事業者等との協
定締結を推進し、多様な協力体制の構
築に努める。また、避難所等の確保を
図るため、新たな協定の締結を推進す
る。

【実績・取り組み状況】
株式会社ビッグルーフと「災害時における応急対策業
務に関する協定」を締結した。また、東京都トラック
協会文京支部と「災害時における物流業務に関する協
定」の締結に向けて協議を行っている。

【課題・今後の見通し】
熊本地震を踏まえた災害対策の充実・強化ワ－キング
グループの中で、事業者からの協力が必要な分野や災
害対策について検討を行っていく。

39 専門ボランティアの確保
107

（160）
総務部 防災課

専門的な知識・経験・技能等を有する
人材をあらかじめ専門ボランティアと
して確保するために、ボランティア事
前登録制度を導入する。なお、医療、
福祉、手話、語学の分野については、
平成27年8月より登録制度を開始した。

【実績・取り組み状況】
平成27年度実績：11名　平成28年度実績：2名
平成29年実績（7月1日現在）：0名

大学との災害協定に専門ボランティアに関する項目を
設けるなど、各種専門ボランティアの確保に努めてき
た。

【課題・今後の見通し】
区HPや訓練等の機会を通じて啓発活動を行っていく。
各分野特に医療分野のボランティアが少ないため医師
会等を協力を得て専門的なボランティアの確保に努め
る。

40 医療救護活動体制の整備
86

（128）
保健衛生部 生活衛生課

災害時における避難所への医師等派遣
体制を整備し、区と関係機関との連携
方法を明確なものとするため、災害時
における医療救護活動マニュアルを作
成している。

【実績・取り組み状況】
避難所総合訓練においては、引続きマニュアルに基づ
いた医療救護活動訓練を実施している。医療救護班名
簿は、年度当初に更新を行った。また、医師等のスキ
ルアップを目指し、トリアージ研修会を実施した。

【課題・今後の見通し】
引続き関係機関との連携に努めていく。
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41 医薬品の調達
87

（130）
保健衛生部 生活衛生課

医療救護所や避難所等に医薬品等を供
給するために、災害薬事センターを設
置し、文京区薬剤師会等と連携して医
薬品等の供給活動を行う。また、緊急
時に医療救護所や避難所等で使用する
医薬品を3日分を目安に備蓄する。

【実績・取り組み状況】
避難所医療救護所の備蓄医薬品及び医療資機材につい
て、更新及び新規配備を行った。

【課題・今後の見通し】
今後も、備蓄医薬品や医療資機材について、適正に更
新及び管理を行っていく。

42
帰宅困難者の支援態勢の構
築

105
（155）

106
（156）

総務部 防災課

一時滞在施設を新たに確保するととも
に、一時滞在施設への誘導、情報提供
方法、備蓄物資の供出等、都と連携し
て帰宅困難者の支援態勢の構築を図
る。また、区施設利用者や区立小・中
学校等に残留した児童・生徒等の帰宅
困難者に対する備蓄物資を整備する。

【実績・取り組み状況】
平成29年6月に東京ドームと合同で後楽園駅滞留者の
受入を想定した一時滞在施設の開設に関する無線通信
訓練を実施した。

【課題・今後の見通し】
平成29年9月に文京学院大学において、帰宅困難者の
受入訓練を実施予定であり、大学側と連携を図りなが
ら必要な支援を行う。また、東京都と連携しながら帰
宅困難者一時滞在施設の確保に努める。
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別　紙

No

【課題・今後の見通し】
窓口での個々の相談に対して、適切に対応していく。

【課題・今後の見通し】
耐震設計や耐震改修が進むように普及啓発活動に努め
る。

4 相談窓口の設置
23

（36）
都市計画部 地域整備課

耐震診断・耐震改修だけでなく震災対
策全般にわたる相談窓口を設置し、区
民からの問い合わせに適切に対応でき
るように相談体制の充実を図る。

【実績・取り組み状況】
特定の相談窓口の設置はしていないが、日常的に相談
対応は実施している。また、耐震フェア等を通して、
震災対策の重要性を周知している。

【課題・今後の見通し】
耐震化の必要性について啓発活動を行い、引き続き耐
震化の向上を図る。

3 沿道建築物の耐震化
23

（36）
都市計画部 地域整備課

地震発生時に閉塞を防ぐべき道路を指
定し、道路閉塞を起こす可能性の高い
建築物を対象として重点的に耐震化を
促進する。
⑴都が定める災害時に閉塞を防ぐべき
道路として指定された道路
⑵区が指定する防災上重要な道路

【実績・取り組み状況】
平成27年度耐震改修工事：(1)5件、(2)2件
平成28年度耐震改修工事：(1)3件、(2)1件
平成29年度耐震改修工事：(1)0件、(2)0件
東京都と連携し、周知活動を行うなど、耐震化を進め
ている。

2 民間建築物の耐震化
22

（35）
都市計画部 地域整備課

文京区耐震改修促進計画（平成27年
度）において、住宅の耐震化率は
77.7％（棟数による推計）又は87.3％
（戸数による推計）、民間特定建築物
の耐震化率は89.8％（棟数による推
計）となっており、これを平成32年度
までに95％に引き上げることを目標と
する。

【実績・取り組み状況】
耐震フェアや防災フェスタ、避難所総合訓練等におい
て、パネル展示や相談会を実施するなど、建築物の耐
震化に関する啓発活動を行っている。

≪視点１≫人的被害の減少

【建造物等の安全化】

1 区有建築物の耐震化
22

(35)
施設管理部 施設管理課

防災上重要な公共建築物について、平
成27年度末までに耐震化100%を目標と
して、施設整備を進める。

【実績・取り組み状況】
平成27年度末で目標を達成した。

　文京区地域防災計画 平成27年度修正(平成24年度修正追補版)取組状況調査結果［その他施策］

施策名
掲載ページ
27年度修正

（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

平成２9年度
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No 施策名
掲載ページ
27年度修正

（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

【課題・今後の見通し】
今後も都と連携を図るとともに、啓発、周知を行って
いく。

【課題・今後の見通し】
建築指導課が整備する建築物台帳を基に、平常時の解
体等におけるアスベスト対策を推進していく。

9 擁壁・がけの調査
28

（42）
都市計画部 建築指導課

区内のがけ・擁壁の実態調査を都と連
携して進めるとともに、倒壊による危
険性や対策の必要性について啓発す
る。

【実績・取り組み状況】
必要に応じて現地確認を行い、所有者に対して適切な
維持管理の啓発を図るとともに、がけ整備資金助成の
周知・活用を進める。

【課題・今後の見通し】
引き続き、家具転倒防止器具の設置について啓発を
行っていく。

8
災害時のアスベスト飛散防
止対策

27
（41）

資源環境部 環境政策課

平常時に、建築物所有者・管理者に対
し、アスベスト使用状況の把握に努め
るよう、啓発を行う。災害発生時に
は、「災害時における石綿飛散防止に
係る取扱いマニュアル」（環境省作
成）に従って対応する。

【実績・取り組み状況】
吹付けアスベスト飛散事故防止の支援事業として、事
前分析調査費用助成に取り組んでいる。また、ホーム
ページ上で、災害発生時における応急対応措置等の啓
発を行っている。

【課題・今後の見通し】
今後も、都・関係機関と連携して周知を図っていく。

7
区有施設の家具類の転倒・
落下防止対策

―
（40）

総務部 防災課

区有施設におけるオフィス家具の転
倒・落下防止対策の実施状況調査を行
い、その結果を基に事業所における家
具類転倒・落下防止対策を検討する。

【実績・取り組み状況】
防災フェスタや耐震フェアの際に、家具転倒防止器具
の設置について啓発を行っている。

【課題・今後の見通し】
今後は、既存エレベータ改修工事のPRに努める。

6
事業者等へのエレベータ閉
じ込め対策の周知

25
（38）

都市計画部 建築指導課

エレベータの改修に関する相談窓口を
設置するとともに、閉じ込め防止装置
の普及などについて、事業者、マン
ション管理者向けにリーフレットを作
成し、周知・ＰＲに努める。

【実績・取り組み状況】
東京都と連携し、平成25年度から閉じ込め防止に関す
るリーフレットを作成して事業者、マンション管理者
向けに配布し、周知を行っている。

5 エレベータの安全性の向上
25

（38）
都市計画部 建築指導課

一般社団法人日本建築設備・昇降機セ
ンターと連携しながら、昇降機等定期
検査報告業務委託契約を行い、エレ
ベータの安全性の向上を図っている。

【実績・取り組み状況】
定期報告の内容に基づき、設置者に地震対策方法等の
周知をし、安全性の向上を図っている。
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No 施策名
掲載ページ
27年度修正

（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

【課題・今後の見通し】
引き続き、協議会や部会等を通じて介護サービス事業
者対して周知や情報提供を行っていく。

【課題・今後の見通し】
引続き感震ブレーカーの配付を行い、大規模地震発生
時の通電火災被害軽減に努める。また、避難所総合訓
練等の機会を捉え、必要性等について啓発を行ってい
く。

13
安否確認や介護等の体制整
備

100
（150）

福祉部 介護保険課
避難支援等関係者と連携・協力し、具
体的な実施体制を構築するとともに安
否情報の集約方法を明確化する。

【実績・取り組み状況】
通所介護及び施設系介護サービス事業者に対し、BCP
作成時に必要な視点や様式についてガイドラインを活
用して学ぶとともに、図上訓練により、災害発生初動
期の状況変化等に対応していく疑似体験研修を行っ
た。

【課題・今後の見通し】
福祉サービスに関するパンフレットや民生委員の連絡
会等で、当事業の理解と周知に努める。

12
感震ブレーカーの普及・設
置

100 総務部 防災課

災害時の電気器具の転倒による火災や
停電後の電気復旧時に火災が発生する
通電火災の被害を最小限に抑えること
を目的に、避難行動要支援者名簿に掲
載されている木造密集地域に居住する
世帯を対象に、感震ブレーカーの配付
を行う。

【実績・取り組み状況】
平成28年度は対象者のうち配付希望者130名に対し、
簡易タイプの感震ブレーカーを配付した。29年度は区
で指定した避難行動要支援者名簿登録者に加え、自ら
名簿登録を希望した区民に対しても、配付希望調査を
実施し、配付を行う。

【課題・今後の見通し】
全体計画に基づき、避難支援等関係者と協力し、新規
名簿登載者及び個別計画未策定者の個別計画策定に努
め、引き続き安否確認体制の理解促進及び構築に努め
る。

11
避難行動要支援者の情報の
収集把握の体制

100
（150）

福祉部 高齢福祉課

おおむね65歳以上で身体上慢性疾患が
あるなど常時注意を要する状態にある
一人暮しの高齢者等の安全を確保する
ため、緊急時に東京消防庁等に通報で
きるシステムの整備を継続して実施す
る。

【実績・取り組み状況】
事業を委託している民間事業者から利用者宅に定期的
に電話を入れ、健康状況の把握や機器の説明を行う
他、緊急事態の際は東京消防庁に通報し、緊急対応を
行っている。

【避難行動要支援者等の支援】

10
避難行動要支援者の情報の
収集把握の体制

100
（150）

総務部

福祉部

防災課

福祉政策課

避難支援等関係者の協力を得て、避難
行動要支援者名簿を元に、避難行動要
支援者の安否確認、福祉需要等への対
応のために必要な情報を一元管理でき
る体制の整備を図る。

【実績・取り組み状況】
平成28年3月に要配慮者の安否情報の集約方法や避難
支援等を明確化するため策定した文京区避難行動要支
援者避難支援プラン（全体計画）について、避難支援
等関係者等へ周知した。
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（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

【課題・今後の見通し】
引き続き、上記施設に対し、食糧等備蓄物資整備の継
続的な支援を図っていく。

【課題・今後の見通し】
引き続き運営法人に対して、必要な支援を行ってい
く。

18
社会福祉施設等の食糧等備
蓄物資の充実

103
（153）

福祉部 障害福祉課

本郷福祉センター、福祉作業所におい
て、通所施設の利用者が、災害時に家
族の引き取りがあるまでの間を想定
し、食糧等を備蓄する。

【実績・取り組み状況】
本郷福祉センター、福祉作業所においては、区からの
委託費をもとに、災害時に家族の引き取りがあるまで
の間を想定した食糧等を備蓄している。

【課題・今後の見通し】
今回の経験を災害時個別支援計画に反映させ、より具
体性のある計画作成を目指す。

17 社会福祉施設等の防災対策
103

（153）
福祉部 福祉政策課

社会福祉施設等入所者の迅速な避難の
ためには、施設関係者だけではなく周
辺地域の協力が不可欠であるため、特
別養護老人ホームと地元町会との災害
応援協力協定の締結を推進し、災害が
発生した場合の協力体制の整備を図
る。

【実績・取り組み状況】
災害発生時の協力体制の構築は、特別養護老人ホーム
の運営法人が主体となり進めており、区はそれに対す
る支援を必要に応じて行っている。

【課題・今後の見通し】
対象者の把握および個別支援計画の作成、見直しを継
続する。

16
医療依存度の高い在宅療養
者への支援

101
（151）

防災課

保健衛生部

防災課

予防対策課

自宅外への避難が困難な在宅療養者
（人工呼吸器や吸引器等利用者）の非
常電源として、各避難所における発電
機を、予備電源確保のための充電ス
テーションとしても利用できるよう支
援体制を整える。

【実績・取り組み状況】
関係部署にて避難所総合訓練時の発電機を用いた外部
バッテリー充電体験を企画、検討し、実際に在宅で人
工呼吸器を使用している二組が参加、充電体験を実施
した。

【課題・今後の見通し】
障害者団体の構成員は自らが障害当事者・要支援者で
あることから会員同士で安否確認を行うことは困難で
あるため、他の団体や地域、支援者等との関係を日頃
から構築していくことが課題である。

15
医療依存度の高い者への対
応

―
（132）

保健衛生部 予防対策課

在宅人工呼吸器使用者には、災害時に
備え、具体的な支援方法を盛り込んだ
個別支援計画の作成を進め、発災時に
は、患者及び家族に対して必要な情報
を提供していく。

【実績・取り組み状況】
関係機関との連携を図り、対象者の把握を進め、希望
者に対して個別支援計画の作成および見直しを行なっ
ている。

14
安否確認や介護等の体制整
備

100
（150）

福祉部 障害福祉課

聴覚障害や視覚障害等、障害福祉団体
等に対して、災害時における会員同士
の安否確認方法等を平常時より組織的
に検討するよう要請する。

【実績・取り組み状況】
文京区避難行動要支援者避難支援プランの周知を行う
とともに会合等を通じて災害時における家族、支援
者、会員同士の連絡体制について組織的に確保につい
て検討するように要請した。
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掲載ページ
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（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

自前によるＢＣＰ策定が困難な区内中
小事業所を対象に、東京都との連携に
よるＢＣＰ策定講座の開催や経営改善
専門家派遣事業の活用等を通して、Ｂ
ＣＰ策定の支援を行う。

【実績・取り組み状況】
中小企業支援員による公的支援メニューやセミナー等
の紹介を行い、（公財）東京都中小企業振興公社によ
るBCP策定支援事業や専門家派遣事業の活用を促し
た。

【課題・今後の見通し】
中小企業のBCP策定率は低いため、公社等と連携し、
引続き公的支援メニューやセミナー等を紹介し、BCP
策定支援事業や専門家派遣事業の活用を促進してい
く。

事業者は、事業活動への被害の最小化
と事業継続を図るためにも、ＢＣＰを
策定する必要があるため、事業者団体
等を通じて、ＢＣＰ策定への働きかけ
を行う。

【実績・取り組み状況】
（公財）東京都中小企業振興公社のBCP策定講座のチ
ラシを配架するとともに、中小企業サポートブックに
てBCP策定支援施策の周知を図った。

【課題・今後の見通し】
セミナーや産業情報紙ビガー・webビガー、中小企業
サポートブック等でBCP策定について周知し、策定へ
の働きかけを行っていく。

22
中小事業所におけるBCP策
定の支援

50
（75）

区民部 経済課

住宅の耐震補強工事が困難な方など
が、１階で就寝中に地震に襲われて住
宅が倒壊した時に、安全な空間を確保
するために作られた防災ベッドや簡易
シェルター等の防災グッズの普及促進
を図る。

【実績・取り組み状況】
平成28年度より耐震フェアにおいて耐震ベッドの展示
を行った。

【課題・今後の見通し】
今後も防災課と連携し、耐震フェア等の催しを利用し
て普及促進に努める。

21 事業者のBCPの策定
50

（75）
区民部 経済課

事業所における家具・事務機器の転倒
を防止するため、事務所向けに「家具
類転倒防止対策リーフレット」を作成
し、啓発を図る。

【実績・取り組み状況】
事業所等から防災講話の依頼があった際に、家具・事
務機器の転倒の防止等、事業所における減災対策の意
識啓発を行うこととしている。

【課題・今後の見通し】
引き続き、事業所における家具・事務機器の転倒等防
止対策について意識の啓発を図る。

20
安価で信頼できる工法・装
置の普及促進

―
（40）

都市計画部 地域整備課

≪視点２≫自助・共助の強化

【自助の備えの強化】

19
事業所に対する家具類の転
倒・落下防止対策の啓発

―
（40）

総務部 防災課

 B-5



　
別　紙

No 施策名
掲載ページ
27年度修正

（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

【実績・取り組み状況】
東洋大学において留学生向けに地震体験車の訓練を
行った。平成28年度10月に実施した秋の避難所総合訓
練においてはアジア文化会館に対し周知を行い、実際
に訓練に参加し協力を得た。また、平成28年6月に協
定を締結した文京学院大学が作成した「地震 防災マ
ニュアル（文京区版）」の英語版及び中国語版と外国
版の防災パンフレットを訓練等で配布し活用を図っ
た。さらに、平成29年7月に実施予定の夏の避難所総
合訓練に向けて、英語表示の訓練チラシを作成し、外
国人の参加を促している。
【課題・今後の見通し】
今後もパンフレット等を配布することで、外国人に対
する啓発活動を実施する。訓練の際には近隣の留学生
施設等に声をかけ参加を呼びかける。

26
外国人の防災知識の普及啓
発

38
（61）

総務部 防災課

地震体験車等を活用した防災教室の開
催、外国語パンフレットの配布等によ
り、外国人に対する防災知識の普及や
地域行事を利用した防災訓練の実施等
を推進していく。

幼児・児童・生徒が帰宅することが困
難な場合に備え、校（園）舎内残留等
の保護と安全確保を図るため、保護計
画を作成する。

【実績・取り組み状況】
各学校において、学校保健安全法に基づき、災害時の
応急教育や指導方法等を定めた学校安全計画及び危機
管理マニュアル等を作成している。
【課題・今後の見通し】
平成29年9月1日に全幼稚園、小・中学校において、防
災引き渡し訓練を実施する予定である。

【共助の備えの強化】

学校（園）の立地条件や地域の実情、
幼児・児童・生徒の実態等を考慮した
上で、災害時の応急教育計画、指導の
方法などについてあらかじめ適正な計
画を立てておく。

【実績・取り組み状況】
各学校において、学校保健安全法に基づき、災害時の
応急教育や指導方法等を定めた学校安全計画及び危機
管理マニュアル等を作成している。

【課題・今後の見通し】
各学校は、年度ごとに学校安全計画及び危機管理マ
ニュアルを学校の状況や子どもの実態に応じて見直し
ている。

25 応急教育
―

（173）
教育推進部 教育指導課

保育園において、災害時に保護者が迎
えにくるまでの間を想定し、食糧等を
備蓄する。また、保育園においての行
動マニュアルを必要に応じ別途定め
る。

【実績・取り組み状況】
区立保育園において、賞味期限が切れる非常用食糧を
更新した。また、5年毎の定期点検で家具の固定を
行った。

【課題・今後の見通し】
区立保育園に備蓄している今年賞味期限が切れる非常
用食糧の更新を行うとともに、整備すべき防災用品に
ついても随時見直しを行っていく。

24 応急教育
113

（173）
教育推進部 教育指導課

23 保育園の防災対策
103

（153）
子ども家庭
部

幼児保育課
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掲載ページ
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（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

【実績・取り組み状況】
文京区地域防災計画（平成24年度修正）を受けて、文
京区事業継続計画【震災編】（Ver.1）の修正を行
い、平成26年3月、文京区事業継続計画【震災編】
（Ver.2）に改定した。組織改正に伴い、職員の参集
人員調査等を行う。

【課題・今後の見通し】
地域防災計画や職員行動マニュアルの修正及び組織改
正が行われた場合は、必要に応じて計画の見直しを行
う。

【実績・取り組み状況】
地域系防災行政無線の通信試験を定期的に実施し、職
員による機器の操作確認を行った。

【課題・今後の見通し】
災害時に地域活動センターに派遣する職員を対象とし
た職員研修や、定期的な通信試験を引き続き実施する
ことで、ソフト面の強化を図る。

30
文京区事業継続計画の見直
し

50
（75）

総務部 危機管理課

平成26年３月に文京区事業継続計画
【震災編】（Ver.２）を策定した。今
後も訓練等を踏まえ、必要に応じて見
直しを行う。

【実績・取り組み状況】
文京スポーツセンターの会議室等を災害対策本部の補
完場所として位置づけ、改修工事において資器材用倉
庫を新設することとした。
【課題・今後の見通し】
防災センターを補完する施設として活用するため機材
及び設備等の設置を検討する。

29
地域活動センターの防災機
能の充実・整備

47
（72）

49
（74）

総務部 防災課

災害時の一時的避難所として、食糧備
蓄の充実を図るとともに、管内におけ
る情報収集・情報発信機能を強化する
ため、情報通信機器及び発電設備の充
実を図る。

28 災害対策本部運営の継続 52 総務部 防災課

不測の事態によってシビックセンター
が一時的に使用できない場合に備え、
文京スポーツセンター内に必要な機材
及び設備等を整備し、災害対策本部の
運営を継続する。

【実績・取り組み状況】
避難所運営訓練の実施に際し、周辺の事業所等にも参
加協力を促し、町会・事業所が一帯となった訓練の構
築に努めている。

【課題・今後の見通し】
引き続き町会、自治会が実施する訓練については、積
極的に周辺事業所に情報提供し相互が地域のニーズに
応じた訓練ができるように配意する。

≪視点３≫区の災害対応力の強化

【区の応急対策の活動態勢強化】

27 事業者と地域の連携
―

（63）
総務部 防災課

事業所相互間の協力体制及び事業所と
区民防災組織等との連携を強めるな
ど、地域との協力体制づくりを支援す
る。また、区民防災組織等と地元事業
者間において協定を締結した事例紹介
などにより、地域と事業者間の新たな
関係を構築するための働きかけ等を行
う。
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担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

【実績・取り組み状況】
文京区地域防災計画（平成24年度修正）を反映させ、
平成25年度に策定された「文京区立学校防災計画の基
準」に基づき、平成26年度に各学校（園）の防災計画
を改正し、避難訓練や防災教育を定期的に実施してい
る。

【課題・今後の見通し】
「文京区地域防災計画 平成27年度修正（平成24年度
修正追補版）を反映させた各学校（園）の防災計画の
改正を行っていく。

【実績・取り組み状況】
避難行動要支援者名簿の管理システムを活用し、登録
者の適正な管理を行った。また平成31年4月からのシ
ステム更新を想定して、改修内容の検討を開始した。

【課題・今後の見通し】
各避難所でのシステムの運用や、新たな機能の追加等
を総合的に勘案し、システム全体の改修について検討
を行う。

34 区立学校の防災計画の充実
43

（67）

総務部

教育推進部

防災課

教育総務課

平成26年に改訂した「文京区立学校防
災計画の基準」に基づき、各学校
（園）の防災計画の充実を図るととも
に、災害時における避難所運営協議会
との連携について、学校の防災計画と
避難所運営マニュアルとの整合を図
る。

【実績・取り組み状況】
平成26年3月に策定した職員防災行動マニュアル及び
ハンドブックにおいて、情報伝達機器等の運用及び操
作方法を記載した。職員防災研修において、専門研修
として防災行政無線等の操作方法の習得を図ってい
る。

【課題・今後の見通し】
各種研修等を定期的に実施することで、職員の通信機
器の習熟を図る。

33 災害情報システムの更新
58

（86）
総務部 防災課

災害情報システムは、災害発生時に確
実・的確な運用が求められるため、平
常時から保守体制を整備し、災害対策
業務の見直し等が発生した場合は、速
やかに改修を行う。また、情報技術の
進展を見据えながら、導入後５年を目
途に、再更新について検討する。

【実績・取り組み状況】
平成28年11月に、区全職員を対象に3年サイクルで実
施する計画の1年目として、災害対策本部編成員を中
心に433名の職員に対して、普通救命講習及び職員防
災研修を実施した。

【課題・今後の見通し】
平成29年度については、サイクルの2年目として、10
月から11月にかけて職員防災研修及び普通救命講習を
実施し、職員の防災意識、防災行動力の向上を図る。

32 職員の通信機器の習熟
58

（86）
総務部 防災課

情報伝達機器等の運用方法マニュアル
を作成するとともに、的確に運用でき
るよう機器操作マニュアルを作成す
る。また、操作を行える職員を確保す
るために、災害対策従事職員の訓練を
強化する。さらに、無線技士免許取得
を奨励し、免許取得者の増大・確保を
図る。

31
訓練等を通じた職員防災対
応力の向上

55
（82）

総務部 防災課

災害時に職員が迅速かつ適切に応急対
策業務を遂行できるよう、災害対策本
部の運用、無線通信、避難所の開設等
の危機管理対応訓練を実施するととも
に、職員が所属する各班に求められる
専門知識や技能を習得するために班別
訓練を実施する。
また、職員防災研修を定期的に実施
し、区の災害対策や災害時の行動など
防災に係る知識や普通救命講習による
人命救助の技術等の習得を図る。
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（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

【実績・取り組み状況】
妊産婦・乳児救護所、避難所についてアレルギー対応
粉ミルクの整備を行っている。

【課題・今後の見通し】
避難所に整備している副食についても今後、アレル
ギー対応食品の備蓄に努める。

【実績・取り組み状況】
平成28年度については、誠之小学校をはじめ、設置が
必要な箇所についての検討を進めた。

【課題・今後の見通し】
今後もヘリサイン設置が必要な場所について検討す
る。また、九都県市首脳会議防災・危機管理対策委員
会の申し合わせ事項について、定期的に情報収集す
る。

38 食品の給与
84

（125）
総務部 防災課

被災乳幼児（２歳未満）用の調製粉乳
等をおおむね７日分を確保する。ま
た、避難所生活が長期化に備え、食物
アレルギー対応食品の備蓄又は確保に
努める。

【実績・取り組み状況】
平成29年5月から実施した災害対策の充実・強化のた
めのワーキンググループ（情報伝達班）において、
SNSの活用方法について検討を行っている。

【課題・今後の見通し】
今後もワーキンググループを通じて、情報発信のため
の設備環境の整備及び災害発生時の避難所におけるツ
イッター等のSNSの活用方法について、検討を進めて
いく。

37 避難所のヘリサイン表示
65

（103）
総務部 防災課

区内のヘリコプター災害時臨時離着陸
場及び緊急離発着場に加え、上空から
避難所屋上に緊急物資等を投下できる
よう、避難所屋上における避難所名の
表示施行を進める。

【実績・取り組み状況】
避難所総合訓練において、相談コーナーを設置して避
難者の相談を受け付ける訓練を実施している。女性専
用の相談コーナーも取り入れ、多岐にわたる対応を想
定した訓練を実施した。
また、災害時の相談について協定を結んでいる文京法
曹会とは、平常時から連絡を取り合っており、災害時
の相談体制の確実な設置に向けて活動している。

【課題・今後の見通し】
今後も避難所総合訓練等を通じて、相談体制につい
て、女性の視点のほか、要配慮者、性自認や性的指向
が非典型な方、外国人等の視点も考慮し、プライバ
シーの確保についても検証していく。

36
避難所におけるツイッター
の活用

58
（86）

総務部 防災課
ツイッター等を活用して、避難所から
情報を発信する仕組みづくりについて
検討を進める。

35 広聴・相談活動
61

（96）

企画政策部

総務部

広報課

防災課

女性からの相談など、多岐にわたる相
談に対応するため、専門家による巡回
相談等の体制を整備する。
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（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

【実績・取り組み状況】
公園の再整備及び学校の改修等に伴い、マンホール直
結型トイレの整備を促進した。平成28年度は新大塚公
園及び肥後細川庭園にマンホール直結型トイレの整備
を行った。
【課題・今後の見通し】
公園の再整備及び学校の改修等に伴い、マンホール直
結型トイレの整備を促進する。

【実績・取り組み状況】
平成28年度は区民センター施設内に備蓄倉庫を設置し
た。また、新たに福祉避難所に指定された3か所につ
いても福祉用備蓄物資の整備を行った。

【課題・今後の見通し】
千石三丁目に整備する遊び場において、拠点備蓄倉庫
を設置する予定である。また、新たに福祉避難所が3
か所追加されるので、備蓄物資の整備を行う。

43 災害用トイレの整備

48
（73）

―
（177）

総務部 防災課
公園や新規に開設する施設等のオープ
ンスペースを利用してマンホール直結
型トイレの整備を促進する。

【実績・取り組み状況】
平成27年度実績：1件
平成28年度実績：0件

【課題・今後の見通し】
区HPや訓練等の機会を通じてPR活動を行っていく。ま
た、災害時に有効活用が図れるよう機能確保のため小
破修繕を行う。

42 備蓄倉庫の充実・整備

47
（72）

49
（74）

総務部 防災課

備蓄倉庫の充実を図るため、平成28年
改修予定の区民センター施設内に備蓄
倉庫を設置する。また、今後新たに福
祉避難所として指定する福祉施設につ
いて福祉用物資専用の備蓄倉庫を設置
する。

【実績・取り組み状況】
飲料水の給水のため、平成27年度に受水槽に蛇口の取
付を行い、訓練等で活用している。

【課題・今後の見通し】
訓練等で受水槽を活用し、使用方法等を区民に周知す
る。

41
防災協定井戸の拡充及び適
正管理

46
（71）

総務部 防災課

身近な水を確保するため、未協定の手
動式及び電動式ポンプ井戸の所有者の
協力を得て、防災協定井戸の拡大を図
るとともに、災害時に有効活用が図れ
るよう適正な維持管理の機能確保のた
めに修理を支援する。

【実績・取り組み状況】
避難所備蓄倉庫の棚卸しを実施し、生活必需品の数
量・状態・必要性等の見直しを行う。

【課題・今後の見通し】
避難者のニーズに則した物品を洗い出し、発災時に速
やかに対応できるよう整備を進める。

40
給水活動に使用する給水器
材の整備

45
（70）

総務部 防災課

各避難所に飲料水を給水するために、
各避難所等に備蓄している車載用給水
槽等の活用を検証し、給水方法の整備
を行う。

39 生活必需品等の給与
85

（126）
総務部 防災課

震災時において実施する被災者に対す
る生活必需品等給（貸）与のため、調
達（備蓄を含む。）計画を策定する。
また、配布計画を事前に定めておく。
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実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

文京獣医師会との協定に基いて、発災
時の動物救護活動について協力体制を
整備する。また、避難所におけるペッ
ト受け入れ等についてのルールの策定
し、啓発及び適正飼養の指導を行う。
また、動物の飼養場所確保のために必
要なペットゲージ等を避難所に備蓄す
る。

【実績・取り組み状況】
避難所総合訓練において、ペットと同行避難による実
践的な訓練を実施している。また、運営本部班による
図上訓練において各避難所ごとにペットの取扱い及び
ルールを決めるなどの訓練を実施している。

【課題・今後の見通し】
今後も避難所運営協議会において、ペットの飼育、取
扱い等のルールについて検討を図る。

区災害医療コーディネーターを設置
し、区内の被災状況や医療機関の活動
状況等について迅速に把握できるよう
に、情報連絡体制を構築する。
また、平常時より、東京都地域災害医
療コーディネーターとの連携を図り、
災害時の連絡体制の構築に努める。

【実績・取り組み状況】
二次医療圏単位で開催される「地域災害医療連携会
議」に出席し、都や近隣区の災害医療体制に関する動
向の把握、情報共有に努めた。災害医療確保計画の更
新も毎年度行っている。

二次医療圏単位で設置されている「地域災害医療コー
ディネーター」と「区災害医療コーディネーター」と
の連携のあり方について、検討していく。

48
被災地域における動物の保
護

88
（134）

総務部 防災課

避難者等の衛生状態の維持及び心身の
疲労軽減を図るため、民間事業者との
協定による入浴施設の確保を検討す
る。

【実績・取り組み状況】
全避難所に入浴の代替となる清拭タオルを配備してい
るが、具体的な入浴施設の確保には至っていない。

【課題・今後の見通し】
入浴施設の確保に向けて民間事業者等との協定につい
て検討を進める。

47
区災害医療コーディネー
ターの設置

86
（128）

保健衛生部 生活衛生課

災害時における緊急車両等の活動、避
難所の運営等に必要となる石油類（ガ
ソリン、軽油、灯油等）の更なる確保
のため、事業者と協議を行う。

【実績・取り組み状況】
平成28年11月に協定先に対して、協定内容の見直しの
有無に関する調査を実施するとともに、平時・発災時
における連絡先の確認を行った。

【課題・今後の見通し】
燃料の確保については、広域的な対策が必要となるた
め、東京都と連携しながら検討を進める。

46
避難所における入浴施設の
確保

77
（117）

総務部 防災課

文京区民チャンネルによる災害情報の
発信体制を一層充実させるため、東京
ケーブルネットワーク株式会社と災害
時の報道に関する協定等を締結する。

【実績・取り組み状況】
東京ケーブルネットワーク株式会社・防災課と平成29
年2月に打合せを行い、平成29年度の臨時災害FM放送
局装置の設置に合わせて、協定を締結することとなっ
た。
【課題・今後の見通し】
平成29年度中に協定を締結する。

45 燃料の確保
―

（101）
総務部 防災課

【広域的かつ多様な連携体制の構築】

44
災害時の報道に関する協定
締結

61
（96）

企画政策部 広報課
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実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

り災証明の発行等の各種手続きを公平
かつ迅速に行うとともに、被災者台帳
の作成及び被害状況・支援実施状況等
の情報を一括で管理するために、都と
の連携を図りながら「被災者生活再建
支援システム」の導入に向けた検討を
行う。

【実績・取り組み状況】
り災証明の発行等の各種手続きについては、これまで
に発災事例を参考に、被災者台帳の作成及び被害状
況・支援実施状況等を検証し、区として必要なシステ
ムを検討した。

【課題・今後の見通し】
都の主催する「被災者生活再建支援システム」を活用
した研修に参加する。また作成したシステム計画書を
元に、本システムの導入に向け、庁内での調整を進め
る。平成31年1月のシステム稼動を目指す。

被災住宅の応急修理に必要となる大工
などの専門的な技能者の確保を図るた
め、各種業界団体等との協定などを検
討する。（災害救助法が適用された場
合は、一般社団法人東京建設業協会か
ら協定により提出された協力業者を都
が提示し、区が工事店を指定する。）

【実績・取り組み状況】
平成27年度に、一般社団法人東京建設業協会と締結済
みの「災害時の応急対策業務に関する協定書」及び
「災害時における応急対策業務に関する細目協定」に
より、対応を依頼するとの協力体制を確認した。

【課題・今後の見通し】
具体的な応急修理方法等について検討する。

51
被災者生活再建支援システ
ムの導入

92 総務部 防災課

建設地の選定にあたっては、接道及び
用地の整備状況、ライフラインの状
況、避難所・避難場所としての利用の
有無を考慮の上、あらかじめ応急仮設
住宅の建設予定地を定めておく。

【実績・取り組み状況】
建設について、東京都管工事工業協同組合文京支部と
締結済みの「災害時における応急対策活動に関する協
定書」により対応可能か検討中である。また、別途協
定締結済みの一般社団法人東京建設業協会を通じて一
般社団法人プレハブ建築協会へ建設を依頼することが
可能である旨確認した。
入居者の選定について、シルバーピア住宅困窮度配点
表等を参考に検討中である。応急仮設住宅の建設予定
地については、文京区震災復興マニュアルにおいて、
震災時利用可能な用地として区内8か所の公園等を掲
げている。

【課題・今後の見通し】
具体的な管理方法等について検討する。

50 一般被災住宅の応急修理
91

（140）
都市計画部 住環境課

49 応急仮設住宅の建設・管理
―

（138）
都市計画部

【建設地の選
定】
都市計画課

【その他】
住環境課
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実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

大規模災害等により多数の死亡者が発
生する場合に備え、都及び防災関係機
関と協議し、遺体収容所の事前指定等
遺体を迅速に収容する体制を確立す
る。

【実績・取り組み状況】
民間事業者等と遺体収容所としての協定締結に向けた
検討を進めている。

【課題・今後の見通し】
協定締結に向けた協議を進めるとともに、警察等の関
係機関と収容体制等について検討を行う。

大学との協定締結項目にボランティア
募集を加える等して、大学生ボラン
ティアの確保に努める。

【実績・取り組み状況】
熊本地震では、避難所運営に中・高校生が携わる姿が
見られたため、大学生に限定せず、広く中・高校生に
もボランティアへの参加を促す方法を検討してきた。

【課題・今後の見通し】
熊本地震を踏まえた災害対策の充実・強化ワーキング
グループの中で、学生ボランティアの活用方法につい
て検討していく。

55 遺体の収容
―

（180）
総務部 防災課

都と連携し、あらかじめ駅ごとに、
区、所轄の警察署・消防署、鉄道事業
者、駅周辺事業者等を構成員とする駅
前滞留者対策協議会を設置し、災害時
の防災関係機関の役割を定め、混乱を
防止する体制づくりを推進する。

【実績・取り組み状況】
平成29年3月に後楽園・春日駅周辺混乱防止対策連絡
会議を開催し、他区の訓練視察結果の報告や各関係機
関の対策の実施状況について確認を行った。

【課題・今後の見通し】
他区の帰宅困難者対策等を参考に、後楽園・春日駅周
辺における帰宅困難者対策について、関係機関と検討
を行う。

54 労働力の事前確保
109

（162）
総務部 防災課

区内で営業する事業者と協定を締結し
災害時帰宅支援ステーションの確保に
努めるとともに、帰宅支援道路等の沿
道において帰宅支援を行う体制を整備
する。また、行政機関、通信・交通事
業者、事業者、学校等と連携して徒歩
帰宅訓練等を実施し、徒歩帰宅支援の
充実を図る。

【実績・取り組み状況】
平成28度に引き続き、平成29年6月に東京ドームと合
同で後楽園駅滞留者の受入を想定した一時滞在施設の
開設に関する無線通信訓練を実施した。

【課題・今後の見通し】
平成29年9月に文京学院大学において、帰宅困難者の
受入訓練を実施予定であり、大学側と連携を図りなが
ら必要な支援を行う。

53 駅及び駅周辺の混乱防止
106

（156）
総務部 防災課

52 帰宅困難者の帰宅支援
106

（156）
総務部 防災課
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実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

【実績・取り組み状況】
平成29年5月に、水道交流館跡地の水防サイレンの移
設を行った。また、現在駕籠町備蓄倉庫に設置されて
いる雨量計について、駕籠町小学校への移設工事を
行っている。

【課題・今後の見通し】
各雨量局の機器について気象庁の検定有効期限が平成
29年12月までとなっているため、今年度機器の交換及
びオーバーホールを行う。

【実績・取り組み状況】
浸水想定区域内の地下鉄からは、避難確保・浸水防止
計画の提出を受けており、各計画内容の把握を行っ
た。また、新たに荒川外水氾濫の浸水想定区域内に含
まれた湯島駅について、鉄道事業者と避難体制等につ
いて協議した。

【課題・今後の見通し】
水防法の改正に伴い、浸水想定区域内の要配慮者施設
については、避難確保計画の策定が義務づけられた。
計画策定の促進に向けて、関係各課と協議する。

59 水防監視システムの更新
124

（202）
総務部 防災課

平成19年度に水位計・雨量計等観測設
備の更新及び河川監視カメラの新設を
行っている。常に正しい情報を把握す
るため、今後とも、システム更新後５
年を目途に、再更新について検討す
る。

【実績・取り組み状況】
平成29年3月の東京都による土砂災害警戒区域等の指
定に伴い、同年4月に情報伝達手段の充実など警戒避
難体制の整備について検討を行い、新たな対策を策定
した。

【課題・今後の見通し】
平成29年10月に、警戒避難体制等の新たな対策を反映
した水害・土砂災害対策実施要領（Ver.2）を策定す
る。また、平成29年9月に発行予定の土砂災害ハザー
ドマップやリーフレット等を用いて、避難行動や情報
伝達手段について周知を行う。

58
地下街等又は要配慮者利用
施設への対応

120
（195）

総務部 防災課

浸水想定区域内に地下街又は要配慮者
利用施設その他特に防災上配慮する必
要があると認められるものがある場合
は、これらの施設の名称及び所在地を
あらかじめ把握し洪水予報等の情報伝
達体制を構築する。

【実績・取り組み状況】
平成29年3月の東京都による土砂災害警戒区域等の指
定に伴い、新たな対策を策定し、避難勧告等の発令対
象地域に土砂災害警戒区域15箇所、うち特別警戒区域
11箇所を追加した。

【課題・今後の見通し】
平成29年9月に発行予定の土砂災害ハザードマップや
リーフレット等を用いて、土砂災害警戒区域や避難所
の位置等について周知を行う。

57
水害・土砂災害実施要領の
作成

119
（195）

120
（195）

総務部 防災課

水害・土砂災害に対する警戒避難態勢
の充実を図るため、区の地域特性等を
踏まえ、文京区水害・土砂災害対策実
施要領を作成する。また、区民等が適
切に避難行動を取れるよう、要領の内
容について周知を行う。

56 土砂災害警戒情報の活用
119

（195）
総務部 防災課

土砂災害警戒情報が、文京区に伝達さ
れた場合には、避難勧告等を発令して
人的被害の防止を図る。避難勧告等の
発令対象地域、伝達、避難所の開設等
については、文京区水害・土砂災害対
策実施要領に基づき対応を行う。

＜風水害対策＞
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別　紙

No 施策名
掲載ページ
27年度修正

（24年度修正）
担当部署 担当課 施策概要

実績・取り組み状況、課題・今後の見通し
（平成29年7月1日現在）

【実績・取り組み状況】
避難勧告等の新たな伝達手段として、スマートフォン
のアプリを通じて情報配信する「Yahoo防災速報」を
導入した。また、エリアメールについても避難準備・
高齢者等避難開始の段階から活用することとし、情報
伝達手段の充実を図っている。

【課題・今後の見通し】
平成29年9月に発行・更新予定の土砂災害ハザード
マップや水害ハザードマップ等において、避難勧告等
の避難情報の種類や情報伝達手段について記載予定で
あり、区民への周知を図る。

【実績・取り組み状況】
CATVの防災啓発番組「くらしのsafety」や区報特集号
において、土砂災害時の避難行動として、高い建物や
建物内のより安全な場所への避難について周知を行っ
た。
【課題・今後の見通し】
平成29年9月に発行・更新予定の土砂災害ハザード
マップやリーフレット等において、高い建物や建物内
のより安全な場所への避難について掲載予定であり、
避難行動について更なる周知を図る。

62 避難勧告等の発令・伝達
134

（217）
総務部 防災課

避難勧告等の発令及び伝達について
は、文京区水害・土砂災害実施要領に
記載し、国の「避難勧告等の判断・伝
達マニュアル作成ガイドライン」や
「土砂災害警戒避難ガイドライン」に
改定があった場合は、必要に応じて修
正する。

【実績・取り組み状況】
平成28年度の水害対応等を踏まえ、文京区水害・土砂
災害対策実施要領（Ver.1）内のタイムラインの修正
の有無について検討を行っている。
また、水防法の改正に伴い、荒川における想定最大規
模の浸水想定区域に湯島地域の一部が該当することに
なった。荒川下流域を対象としたタイムライン専門部
会において、関係機関と検討を行い、平成29年5月に
「荒川版タイムライン（拡大施行版）」を策定した。

【課題・今後の見通し】
修正の必要性がある場合には、平成29年10月に改定予
定の水害・土砂災害対策実施要領（Ver.2）に反映さ
せる。また、実際の水害対応を通じて、タイムライン
の修正の必要性が明らかになった場合には、適宜修正
を行っていく。

61 安全な避難方法の確保
―

（214）
総務部 防災課

都市型水害による急激な増水に備え、
地域住民等の高層ビルへの一時的な避
難について、ビル所有者等に受け入れ
の周知を図る。

60 タイムラインの活用 129 総務部 防災課

水害及び土砂災害の応急対策は、台風
を想定したタイムライン（行動の手
順）を作成し、これに基づき実施す
る。
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